
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

第３期大川市子ども・子育て応援プラン 
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◆計画策定の背景◆ 

大川市では、子どもの健やかな育ちと保護者の子育てを支援する環境を整備することを

目的に、令和 2 年 3 月に第２期の「大川市子ども・子育て応援プラン」を策定しました

が、この計画期間が令和６年度で終了するため、新たに令和７年度～令和 11 年度を計画

期間とする「第３期 大川市子ども・子育て応援プラン」を策定しました。 

この計画により、こどもまんなか社会の実現を目指し、すべての子どもの育ちとすべて

の子育て家庭を支援し、一人ひとりの子どもが健やかに成長できるよう、本市を取り巻く

課題の解決に向けた取り組みを進めます。 
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◆計画の策定体制◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

大川市子ども・子育て応援プラン[３期] 見直し 

１ 計画の概要 

計画の期間 

①子育て世帯へのアンケート調査の実施 

子育て世帯のニーズを計画に反映させるため、市内に在住する就学前児童（０～５歳）

のいる世帯と、小学校児童（小学１年生～６年生）のいる世帯を対象に、子ども・子育

て支援に関するアンケート調査を実施しました。 

 

 

 

計画の見直しにあたり、各種施策の担当課に進捗状況把握シートを配布・回収し、事業

の評価と今後の方針について内容確認を行いながら、集約しました。 

 

 

 

地域の関係団体や事業者、行政関係機関、保護者等の委員で構成する「大川市子ども・

子育て会議」において、市の子育て支援における課題や方向性を検討し、地域の実情に

あった子育て支援施策が展開できるよう議論を重ねました。 

 

 

 

計画の内容について広く市民の皆さんから意見をうかがうため、パブリックコメント

（意見公募）を実施しました。 

 

 

 

②庁内の関係各課へのヒアリング 

大川市子ども・子育て応援プラン[２期] 

③大川市子ども・子育て会議による審議 

④パブリックコメントの実施 



 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料 大川市 子育てに関する調査 

２ 大川市の子どもを取り巻く状況 

大川市の子育て支援の満足度 

就学前児童保護者 
■大川市の子育て支援の満足度は、就学前児

童の保護者で 4 割、小学生では 2割が

「高い」と回答しています。 

■過去の調査結果と比較すると、就学前・小学

生のいずれも満足度が 5 年前より高くなって

います。 

小学生児童保護者 

資料 2020～2024年：住民基本台帳（4月1日時点）、2025～2030年：大川市推計値 

児童人口の推移 

17 歳以下の児童人口の推移をみると、緩やかな減少傾向を示しており、2024 年の 3,933

人から計画の最終年度である 2029 年までには 3,398 人まで減少する見込みです。 

 
■第１期計画の策定以降、大川市の子育て

支援策は着実に進んでいますが、第３期

の計画においては、これまでの取り組み

を継続しつつ、子育て世帯の交流や情報

提供の場づくり、働く世帯のための 

待機児童対策など、さらなる 

充実に取り組みます。 
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基本理念のもと、次の４つを本計画における基本目標とし、総合的に施策を推進していき

ます。 

基本目標 １ 子育てをしているすべての家庭を応援するために 

妊娠・出産期から乳幼児期、青年期に至るまで、成長に合わせた継続的な子育て支援に取

り組みます。 

また、母子保健と児童福祉が連携して子育て支援を行う「こども家庭センター」を設置

し、あわせて児童の発達支援事業を総合的に推進するための子育て支援総合施設を中心に、

地域全体で子育てを支援する体制の強化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

“ 地域とともに 親も子も育つまち おおかわ ” 

（１）子育て支援サービスの充実 
 

①子育て支援総合施設での取り組み強化と子 ⑦乳児家庭全戸訪問事業（あかちゃん訪問）の実施 

育て支援事業の充実       ⑧養育支援訪問事業の実施 

②地域における子育て支援機能の充実  ⑨子育て世帯訪問支援事業の実施 

③育児相談の充実    ⑩ファミリー・サポート・センター事業の実施 

④託児サービスの推進    ⑪子育て短期支援事業（ショートステイ）の実施 

⑤子育て情報サービスの確立   ⑫親子関係形成支援事業の実施 

⑥子どもの居場所づくり 

（２）母性並びに乳幼児の健康確保 
 

①妊娠・出産包括支援事業の実施   ⑥妊婦等包括相談支援事業の実施 

②妊婦健康診査の実施    ⑦予防接種の実施 

③乳幼児健康診査の実施    ⑧小児救急医療体制の整備 

④妊産婦、未熟児等への家庭訪問指導の実施  ⑨思春期保健対策の充実 

⑤産後ケア事業の実施           ⑩食育の推進 

（３）要保護児童への対応 
 

①ひとり親家庭等の自立支援の充実  ③特別な配慮を必要とする児童への施策の充実 

②児童虐待防止対策の充実    ④児童発達支援センターを中核とした障がい児支援体制の整備 

（４）地域における子育て支援のネットワーク 
 

①子育て中の親子の交流促進   ③子育てサークルの育成支援 

②子育て支援ネットワークづくり   ④子育てボランティアの育成 

３ 基本理念と取り組み方針 

基 本 理 念 
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基本目標 ２ 働きながら子どもを育てている人を応援するために 

女性の就業率が向上しているなか、働きながら安心して子育てができるよう、多様で弾力

的な保育サービスの充実に取り組みます。 

また、女性も男性も仕事と生活を調和させた豊かな生活を送ることができるよう、仕事も

生活も充実させる「ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）」の考え方について、

事業主や労働者に対する意識啓発を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標 ３ 親と子の学びと育ちを応援するために 

子育てに関する悩みを相談したり、情報を入手できる場、親同士が交流できる場など、親

自身が学び育つことができる環境づくりに取り組みます。 

また、家庭内や地域社会での教育力の向上を目指し、学習機会や情報提供を行うなど、子

どもを生み育てる意義を理解する次代の親を育成する視点に立った教育環境の整備を進めて

いきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）保育サービスの充実 
 

①延長保育事業の実施    ⑤休日保育事業の実施 

②一時保育・一時預かり事業の実施  ⑥病児保育事業の実施 

③乳児保育事業の実施    ⑦保育所施設の整備 

④障がい児保育事業の実施   ⑧学童保育所の運営体制の充実 

（２）仕事と子育て、両立のために 
 

①育児休業制度の推進    ③父親を対象とした育児教室の充実 

②働き方の見直し    ④再就職支援の充実 

（１）親になるための教育環境整備 
 

①子育て講習会        ③パパママ教室 

②もぐもぐ・らくらく離乳食教室   ④次代を担う親の育成 

（２）子どもの育ちに応じた家庭・地域教育への支援 
 

①家庭教育への支援の充実   ②地域の教育力の向上 
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基本目標 ４ 子どもが安全に育つ安心なまちづくり 

地域で子どもを安全に安心して生み育てることができるよう、警察や保育園、認定こども

園、学校等の連携強化をはじめ、子育てバリアフリーの視点を取り入れた地域の住環境、道

路交通環境、公共施設や公園などの整備、犯罪を未然に防ぐまちづくりを推進していきま

す。 

 

 

 

 

 

この計画では、教育・保育についての事業や地域子ども・子育て支援事業について、

施設等の利用状況や、子育て世帯へのアンケート調査などから「量の見込み」を算出

し、この見込み量を確保するための方策を定めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）子どもを支援する生活環境の整備 
 

①公共施設の整備    ④犯罪等の被害から守るための活動の推進 

②安全な道路交通環境の整備   ⑤子どもを取り巻く有害環境対策の推進 

③交通安全を確保するための活動の推進 

４ 量の見込みと確保方策 

 

・地域子育て支援拠点事業  ・産後ケア事業 

・利用者支援事業   ・妊婦等包括相談支援事業 

・乳児家庭全戸訪問事業  ・時間外保育事業（延長保育事業） 

・養育訪問支援事業  ・一時預かり事業 

 要保護児童等の支援に資する事業 ・病児保育事業 

・子育て世帯訪問支援事業  ・放課後児童健全育成事業 

・子育て援助活動支援事業  ・児童育成支援拠点事業 

 （ファミリー・サポート・センター事業） ・乳児等通園支援事業 

・子育て短期支援事業            （こども誰でも通園制度） 

・親子関係形成支援事業  ・実費徴収に係る補足給付を行う事業 

・妊婦健診   ・多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

見込み量と確保策を設定する事業 

地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業 

教
育
・
保
育
事
業 

・教育標準時間認定（満 3 歳以上で、幼稚園等での教育を希望される場合） 

1号認定 認定こども園 

・保育認定（保育の必要性があり、保育園等での保育を希望される場合） 

2号認定 保育園、認定こども園         満 3歳以上 

3号認定 保育園、認定こども園         満 3歳未満 
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認定区分 
令和６年度 

実 績 

 
令和 11 年度 

目 標 

 量の見込み 確保の内容 

1 号認定（認定こども園） 35 人  27 人 100 人 

2 号認定（保育園・認定こども園） 551 人  469 人 618 人 

3 号認定 

0 歳 97 人  74 人 112 人 

1 歳 148 人  144 人 165 人 

2 歳 183 人  155 人 186 人 

 

 

認定区分 
令和６年度 

実 績 

 
令和 11 年度 

目 標 

 量の見込み 確保の内容 

地域子育て支援拠点事業 

（子育て支援総合施設「モッカランド」） 
1,156 人回／月  1,240 人回／月 1,240 人回／月 

利用者支援事業 

基本型 1 か所 

 

1 か所 1 か所 

地域子育て相談機関 1 か所 1 か所 1 か所 

こども家庭センター型 1 か所 1 か所 1 か所 

乳児家庭全戸訪問事業（あかちゃん訪問） 154 人  148 人 148 人 

養育支援訪問事業 73 人  65 人 65 人 

子育て世帯訪問支援事業 30 人  16 人 16 人 

子育て援助活動支援事業［就学児］ 

（ファミリー・サポート・センター） 
107 人日  88 人日 88 人日 

子育て短期支援事業（ショートステイ） 5 人日  10 人日 
10 人日 

(施設数：3 か所) 

親子関係形成支援事業 110 人  99 人 99 人 

妊婦に対する健康診査 
246 人 

(健診回数：1,926 回) 
 

215 人 
(健診回数：1,713 回) 

215 人 
(健診回数：1,713 回) 

産後ケア事業 120 人日  103 人日 103 人日 

妊婦等包括相談支援事業 326 回  384 回 384 回 

時間外保育事業（延長保育事業） 333 人  280 人 
280 人 

(施設数：14 か所) 

一時預かり事業 

（認定こども園の在園児を対象） 
1,290 人日 

 
1,027 人日 1,027 人日 

一時預かり事業 

（保育園等での 

一時預かり） 

一時預かり 

619 人日  526 人日 

285 人日 
トワイライトステイ 5 人日 

子育て援助活動支援 236 人日 

病児保育事業 1,177 人日  988 人日 
988 人日 

(施設数：1 か所) 

放課後児童健全育成事業（学童保育所） 392 人  322 人 
478 人 

(施設数：８か所) 

教育・保育事業 

地域子ども・子育て支援事業 
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大川市福祉事務所 

〒831-8601 福岡県大川市大字酒見 256-1 

TEL：0944-85-5535 FAX：0944-86-8483 

５ 計画の推進に向けて 

●〇●幼児期の教育・保育の一体的提供●〇● 

保育園、認定こども園、小・中学校と

の連携を推進します 

質の高い幼児教育・保育の提供並

びに地域の子育て支援機能の維持・

確保等を図るために、子ども・子育

て支援を行う者同士が連携し、幼児

教育・保育の必要性の共通理解を図

り、切れ目のない一貫した教育・保

育を行います。 

質の高い教育・保育を提供します 

保育園・認定こども園における連

携体制や保育士の専門性と資質向上

のための研修を実施します。 

また、質の高い教育・保育を提供

するためには、保育士等の子どもに

関わる人材の確保が不可欠であり、

処遇改善や人材確保の方策を引き続

き検討していきます。 

●〇●計画の推進●〇● 

継続的な計画の実施状況の把握 

計画の推進にあたり、計画の実施状

況を把握・点検するための全庁的な体

制を構築し、必要に応じて計画の見直

しを行います。 

関係機関との連携強化 

市関係所管課だけでなく、地域の教

育・保育サービス事業者、企業、関係

機関・団体などとの連携を強化し、計

画的な推進を図ります。 

庁内における総合的な推進 

各分野に及ぶ子ども・子育て支援について、計画の内容を全庁的に周知・促進して

いくとともに、福祉事務所を中心に、関係所管課の調整及び連携を図るなど、全庁的

な取り組みを進めます。 


